
ファイル名:100_0315000101706.doc 更新日時:2005/06/26 17:30 印刷日時:05/06/28 10:03 

― 133 ― 

２ 【財務諸表等】 

(1) 【財務諸表】 

① 【貸借対照表】 
 

  
前事業年度 

(平成16年３月31日) 
当事業年度 

(平成17年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 
構成比 
(％) 

金額(百万円) 
構成比 
(％) 

(資産の部)   

現金預け金  751,656 4.86 429,308 2.68

現金  166,994 95,284 

預け金  584,661 334,023 

コールローン  114,789 0.74 45,557 0.28

買入手形  62,600 0.41 ― ―

買入金銭債権  102,428 0.66 219,282 1.37

特定取引資産 ※７ 301,896 1.95 283,426 1.77

商品有価証券  4,444 6,803 

商品有価証券派生商品  32 ― 

特定取引有価証券派生商品  11 ― 

特定金融派生商品  45,423 48,244 

その他の特定取引資産  251,984 228,377 

金銭の信託  686 0.01 2,000 0.01

有価証券 ※７ 3,636,250 23.50 4,587,448 28.64

国債  924,240 1,038,111 

地方債  59,955 60,486 

社債  311,660 860,977 

株式 ※１ 713,367 758,161 

その他の証券  1,627,027 1,869,710 

貸出金 
※2,3, 
4,5, 
7 

8,887,978 57.44 9,035,826 56.41

割引手形 ※６ 12,128 8,881 

手形貸付  1,208,429 714,867 

証書貸付  6,507,230 7,236,019 

当座貸越  1,160,189 1,076,057 

外国為替  13,339 0.09 7,397 0.05

外国他店預け  6,123 5,210 

買入外国為替 ※6,7 7,216 2,187 

その他資産  1,001,024 6.47 775,194 4.84

未決済為替貸  399 315 

前払費用  250 242 

未収収益  61,006 62,802 

先物取引差入証拠金  5,977 3,813 

先物取引差金勘定  39,831 10,398 

金融派生商品  510,280 351,568 

繰延ヘッジ損失 ※９ 19,508 ― 

社債発行差金  36 61 

有価証券等取引未収金  137,104 131,140 

その他の資産 ※7,13 226,630 214,853 

動産不動産 
※11, 
12 97,932 0.63 96,126 0.60

土地建物動産 ※10 77,953 76,538 

建設仮払金  132 167 

保証金権利金  19,846 19,420 

繰延税金資産  141,371 0.91 72,544 0.45

支払承諾見返  474,756 3.07 561,253 3.50

貸倒引当金  △109,091 △0.71 △77,076 △0.48

投資損失引当金  △4,774 △0.03 △19,704 △0.12

資産の部合計  15,472,846 100.00 16,018,584 100.00
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前事業年度 

(平成16年３月31日) 
当事業年度 

(平成17年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 
構成比 
(％) 

金額(百万円) 
構成比 
(％) 

(負債の部)   

預金 ※７ 8,758,651 56.61 9,095,353 56.78

当座預金  278,744 206,651 

普通預金  1,422,434 1,365,045 

通知預金  76,498 56,524 

定期預金  6,713,229 7,168,180 

その他の預金  267,743 298,950 

譲渡性預金  1,387,329 8.97 1,495,995 9.34

コールマネー ※７ 90,000 0.58 10,737 0.07

売現先勘定 ※７ 1,024,599 6.62 936,658 5.85

債券貸借取引受入担保金 ※７ 239,138 1.55 53,507 0.33

売渡手形 ※７ 60,700 0.39 291,200 1.82

特定取引負債  47,933 0.31 52,431 0.33

商品有価証券派生商品  ― 19 

特定取引有価証券派生商品  424 176 

特定金融派生商品  47,509 52,234 

借用金  445,567 2.88 468,108 2.92

借入金 ※14 445,567 468,108 

外国為替  12,664 0.08 1,003 0.01

外国他店預り  5,448 99 

外国他店借  7,216 902 

売渡外国為替  0 0 

未払外国為替  ― 0 

社債 ※15 122,700 0.79 162,700 1.01

新株予約権付社債 ※16 70 0.00 ― ―

信託勘定借  1,425,148 9.21 1,473,736 9.20

その他負債  564,547 3.65 502,390 3.14

未決済為替借  191 182 

未払法人税等  1,658 1,998 

未払費用  51,820 58,356 

前受収益  5,052 5,650 

金融派生商品  446,830 290,574 

繰延ヘッジ利益 ※９ ― 13,596 

その他の負債  58,994 132,031 

賞与引当金  3,476 0.02 3,546 0.02

退職給付引当金  305 0.00 335 0.00

再評価に係る繰延税金負債 ※10 6,826 0.05 6,613 0.04

支払承諾  474,756 3.07 561,253 3.50

負債の部合計  14,664,414 94.78 15,115,571 94.36
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前事業年度 

(平成16年３月31日) 
当事業年度 

(平成17年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 
構成比 
(％) 

金額(百万円) 
構成比 
(％) 

(資本の部)   

資本金 ※17 287,018 1.86 287,053 1.79

資本剰余金  240,437 1.55 240,472 1.50

資本準備金  240,437 240,472 

利益剰余金 ※18 193,861 1.25 269,167 1.68

利益準備金  45,603 46,580 

任意積立金  68,872 131,872 

海外投資等損失準備金  2 2 

別途準備金  68,870 131,870 

当期未処分利益  79,385 90,715 

土地再評価差額金 ※10 △3,235 △0.02 △3,551 △0.02

その他有価証券評価差額金 ※18 94,783 0.61 114,337 0.72

自己株式 ※19 △4,433 △0.03 △4,466 △0.03

資本の部合計  808,432 5.22 903,013 5.64

負債及び資本の部合計  15,472,846 100.00 16,018,584 100.00
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② 【損益計算書】 

 

  
前事業年度 

(自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 
百分比 
(％) 

金額(百万円) 
百分比 
(％) 

経常収益  478,733 100.00 478,474 100.00

信託報酬  76,401 71,316 

資金運用収益  212,429 238,477 

貸出金利息  120,930 120,298 

有価証券利息配当金  85,749 97,012 

コールローン利息  74 244 

買現先利息  0 ― 

債券貸借取引受入利息  1 0 

買入手形利息  0 0 

預け金利息  2,772 3,958 

金利スワップ受入利息  ― 14,928 

その他の受入利息  2,899 2,032 

役務取引等収益  57,984 72,405 

受入為替手数料  753 775 

その他の役務収益  57,231 71,630 

特定取引収益  3,760 4,239 

商品有価証券収益  426 226 

特定取引有価証券収益  150 ― 

特定金融派生商品収益  3,052 3,916 

その他の特定取引収益  130 96 

その他業務収益  76,201 46,858 

外国為替売買益  3,523 2,245 

国債等債券売却益  72,474 43,260 

その他の業務収益  203 1,352 

その他経常収益  51,956 45,176 

株式等売却益  41,281 18,642 

金銭の信託運用益  33 71 

その他の経常収益 ※１ 10,640 26,461 
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前事業年度 

(自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 
百分比 
(％) 

金額(百万円) 
百分比 
(％) 

経常費用  356,622 74.49 357,886 74.80

資金調達費用  94,981 91,547 

預金利息  29,456 32,366 

譲渡性預金利息  525 803 

コールマネー利息  333 104 

売現先利息  11,966 20,034 

債券貸借取引支払利息  6,227 3,100 

売渡手形利息  9 3 

借用金利息  8,917 9,149 

社債利息  2,376 2,582 

新株予約権付社債利息  0 ― 

金利スワップ支払利息  2,121 ― 

その他の支払利息  33,047 23,402 

役務取引等費用  30,453 34,236 

支払為替手数料  304 333 

その他の役務費用  30,149 33,903 

特定取引費用  ― 72 

特定取引有価証券費用  ― 72 

その他業務費用  49,015 50,972 

国債等債券売却損  43,272 33,491 

国債等債券償還損  159 ― 

国債等債券償却  538 ― 

金融派生商品費用  5,044 17,480 

営業経費  113,467 115,260 

その他経常費用  68,705 65,797 

貸出金償却  16,725 9,583 

株式等売却損  12,624 765 

株式等償却  3,016 4,254 

その他の経常費用 ※２ 36,337 51,193 

経常利益 
 

 122,110 25.51 120,587 25.20
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前事業年度 

(自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 
百分比 
(％) 

金額(百万円) 
百分比 
(％) 

特別利益  8,843 1.85 24,213 5.06

動産不動産処分益  3 8 

償却債権取立益  1,568 5,086 

その他の特別利益 ※３ 7,272 19,117 

特別損失  4,955 1.04 4,800 1.00

動産不動産処分損  1,295 1,033 

減損損失 ※４ ― 106 

その他の特別損失 ※５ 3,659 3,659 

税引前当期純利益  125,998 26.32 140,000 29.26

法人税、住民税及び事業税  104 0.02 85 0.02

法人税等調整額  51,965 10.86 55,214 11.54

当期純利益  73,928 15.44 84,700 17.70

前期繰越利益  4,359 5,708 

土地再評価差額金取崩額  1,098 314 

自己株式処分差損  1 7 

当期未処分利益  79,385 90,715 
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③ 【利益処分計算書】 

 

  
前事業年度 

(株主総会承認日 
平成16年６月29日) 

当事業年度 
(株主総会承認日 
平成17年６月29日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 金額(百万円) 

  

当期未処分利益  79,385 90,715

任意積立金取崩額  0 2

海外投資等損失準備金取崩額  0 2

計  79,386 90,717

利益処分額  73,677 80,062

利益準備金  976 ―

第一回優先株式配当金  (１株につき６円８銭)  568 ―

普通株式配当金  (１株につき６円  ) 9,062 (１株につき12円  ) 19,992 

役員賞与金  70 70

取締役賞与金  70 70

任意積立金  63,000 60,000

別途準備金  63,000 60,000

次期繰越利益  5,708 10,654
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重要な会計方針 

 

 
前事業年度 

(自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

１. 特定取引資産・負債の評

価基準及び収益・費用の

計上基準 

金利、通貨の価格、有価証券市場にお

ける相場その他の指標に係る短期的な

変動、市場間の格差等を利用して利益

を得る等の目的(以下「特定取引目

的」)の取引については、取引の約定

時点を基準とし、貸借対照表上「特定

取引資産」及び「特定取引負債」に計

上するとともに、当該取引からの損益

を損益計算書上「特定取引収益」及び

「特定取引費用」に計上しておりま

す。 

特定取引資産及び特定取引負債の評価

は、有価証券及び金銭債権等について

は決算日の時価により、スワップ・先

物・オプション取引等の派生商品につ

いては決算日において決済したものと

みなした額により行っております。 

また、特定取引収益及び特定取引費用

の損益計上は、当事業年度中の受払利

息等に、有価証券、金銭債権等につい

ては前事業年度末と当事業年度末にお

ける評価損益の増減額を、派生商品に

ついては前事業年度末と当事業年度末

におけるみなし決済からの損益相当額

の増減額を加えております。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

同左 

２. 有価証券の評価基準及び

評価方法 

有価証券の評価は、満期保有目的の債

券については移動平均法による償却原

価法(定額法)、子会社株式及び関連会

社株式については移動平均法による原

価法、その他有価証券のうち時価のあ

る株式については決算日前１カ月の市

場価格の平均に基づく時価法(売却原

価は主として移動平均法により算

定)、株式以外の時価のあるものにつ

いては、決算日の市場価格等に基づく

時価法(売却原価は主として移動平均

法により算定)、時価のないものにつ

いては移動平均法による原価法又は償

却原価法により行っております。な

お、その他有価証券の評価差額につい

ては、全部資本直入法により処理して

おります。 

 

 

 

 

 

 

 

同左 

３. デリバティブ取引の評価

基準及び評価方法 

デリバティブ取引(特定取引目的の取

引を除く)の評価は、時価法により行

っております。 

 

同左 
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前事業年度 

(自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

４. 固定資産の減価償却の方
法 

(1) 動産不動産 
動産不動産は、定率法(ただし、平
成10年４月１日以後に取得した建物
(建物附属設備を除く)については定
額法)を採用しております。 
なお、主な耐用年数は次のとおりで
あります。 
建物 ３年～60年 
動産 ２年～20年 

(1) 動産不動産 
 
 
 

同左 

 (2) ソフトウェア 
自社利用のソフトウェアについて
は、当社内における利用可能期間
(５年)に基づく定額法により償却し
ております。 

(2) ソフトウェア 
 

同左 

５. 繰延資産の処理方法 社債発行費は、支出時に全額費用とし
て処理しております。また、社債発行
差金については資産として計上し、社
債の償還期間にわたり均等償却を行っ
ております。 

 
 

同左 

６. 外貨建資産及び負債の本
邦通貨への換算基準 

外貨建資産・負債及び海外支店勘定
は、取得時の為替相場による円換算額
を付す子会社株式及び関連会社株式を
除き、主として決算日の為替相場によ
る円換算額を付しております。 
(会計方針の変更) 
外貨建取引等の会計処理につきまして
は、前事業年度は「銀行業における外
貨建取引等の会計処理に関する会計上
及び監査上の取扱い」(日本公認会計
士協会業種別監査委員会報告第25号。
以下「業種別監査委員会報告第25号」
という)による経過措置を適用してお
りましたが、当事業年度からは、同報
告の本則規定に基づき資金調達通貨
(邦貨)を資金運用通貨(外貨)に変換す
る等の目的で行う通貨スワップ取引及
び為替スワップ取引等については、ヘ
ッジ会計を適用しております。なお、
当該ヘッジ会計の概要につきまして
は、「９. ヘッジ会計の方法」に記載
しております。 
この結果、従来、期間損益計算してい
た当該通貨スワップ取引及び為替スワ
ップ取引等を時価評価し、正味の債権
及び債務を貸借対照表に計上したた
め、従来の方法によった場合と比較し
て、「未収収益」は30百万円減少、
「未払費用」は1,005百万円減少、
「その他の資産」は39,865百万円減少
し、その他資産中の「金融派生商品」
は40,884百万円増加、その他負債中の
「金融派生商品」は2,208百万円増
加、「繰延ヘッジ損失」は214百万円
増加しております。なお、この変更に
伴う損益への影響はありません。 
また、上記以外の先物外国為替取引等
に係る円換算差金は、従来、相殺のう

外貨建資産・負債及び海外支店勘定
は、取得時の為替相場による円換算額
を付す子会社株式及び関連会社株式を
除き、主として決算日の為替相場によ
る円換算額を付しております。 
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前事業年度 

(自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

 え「その他の資産」又は「その他の負

債」で純額表示しておりましたが、当

事業年度からは、業種別監査委員会報

告第25号に基づき総額で表示するとと

もに、特定取引目的の通貨スワップ取

引に係るものは特定取引資産及び特定

取引負債中の「特定金融派生商品」

に、その他に係るものはその他資産及

びその他負債中の「金融派生商品」に

含めて計上しております。この変更に

伴い、従来の方法によった場合と比較

して、特定取引資産及び特定取引負債

中の「特定金融派生商品」は9百万円

増加、「その他の資産」は2,709百万

円減少し、その他資産中の「金融派生

商品」は74,636百万円増加、その他負

債中の「金融派生商品」は71,926百万

円増加しております。 

 

７. 引当金の計上基準 (1) 貸倒引当金 

貸倒引当金は、予め定めている償

却・引当基準に則り、次のとおり計

上しております。 

破産、特別清算等法的に経営破綻の

事実が発生している債務者(以下

「破綻先」という)に係る債権及び

それと同等の状況にある債務者(以

下「実質破綻先」という)に係る債

権については、以下のなお書きに記

載されている直接減額後の帳簿価額

から、担保の処分可能見込額及び保

証による回収可能見込額を控除し、

その残額を計上しております。ま

た、現在は経営破綻の状況にない

が、今後経営破綻に陥る可能性が大

きいと認められる債務者(以下「破

綻懸念先」という)に係る債権につ

いては、債権額から、担保の処分可

能見込額及び保証による回収可能見

込額を控除し、その残額のうち、債

務者の支払能力を総合的に判断し必

要と認める額を計上しております。

(1) 貸倒引当金 

貸倒引当金は、予め定めている償

却・引当基準に則り、次のとおり計

上しております。 

破産、特別清算等法的に経営破綻の

事実が発生している債務者(以下

「破綻先」という)に係る債権及び

それと同等の状況にある債務者(以

下「実質破綻先」という)に係る債

権については、以下のなお書きに記

載されている直接減額後の帳簿価額

から、担保の処分可能見込額及び保

証による回収可能見込額を控除し、

その残額を計上しております。ま

た、現在は経営破綻の状況にない

が、今後経営破綻に陥る可能性が大

きいと認められる債務者(以下「破

綻懸念先」という)に係る債権につ

いては、債権額から、担保の処分可

能見込額及び保証による回収可能見

込額を控除し、その残額のうち、債

務者の支払能力を総合的に判断し必

要と認める額を計上しております。
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前事業年度 

(自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

 破綻懸念先及び貸出条件緩和債権等

を有する債務者並びにその他今後の

管理に注意を要する債務者のうち一

定範囲に区分される信用リスクを有

する債務者で、与信額が一定額以上

の大口債務者に対する債権のうち、

債権の元本の回収及び利息の受取り

に係るキャッシュ・フローを合理的

に見積もることができるものについ

ては、当該キャッシュ・フローを貸

出条件緩和実施前の約定利子率等、

債権の発生当初の約定利子率で割引

いた金額と債権の帳簿価額との差額

を貸倒引当金とする方法(キャッシ

ュ・フロー見積法)により引当てて

おります。 

上記以外の債権については、過去の

一定期間における貸倒実績から算出

した貸倒実績率等に基づき計上して

おります。特定海外債権について

は、対象国の政治経済情勢等に起因

して生ずる損失見込額を特定海外債

権引当勘定として計上しておりま

す。 

すべての債権は、資産の自己査定基

準に基づき、営業店及び審査各部が

資産査定を実施し、当該部署から独

立したリスク管理部が査定結果を監

査しており、その査定結果に基づい

て上記の引当を行っております。 

なお、破綻先及び実質破綻先に対す

る担保・保証付債権等については、

債権額から担保の評価額及び保証に

よる回収が可能と認められる額を控

除した残額を取立不能見込額として

債権額から直接減額しており、その

金額は103,426百万円であります。 

破綻懸念先及び貸出条件緩和債権等

を有する債務者並びにその他今後の

管理に注意を要する債務者のうち一

定範囲に区分される信用リスクを有

する債務者で、与信額が一定額以上

の大口債務者に対する債権のうち、

債権の元本の回収及び利息の受取り

に係るキャッシュ・フローを合理的

に見積もることができるものについ

ては、当該キャッシュ・フローを貸

出条件緩和実施前の約定利子率等、

債権の発生当初の約定利子率で割引

いた金額と債権の帳簿価額との差額

を貸倒引当金とする方法(キャッシ

ュ・フロー見積法)により引当てて

おります。 

上記以外の債権については、過去の

一定期間における貸倒実績から算出

した貸倒実績率等に基づき計上して

おります。特定海外債権について

は、対象国の政治経済情勢等に起因

して生ずる損失見込額を特定海外債

権引当勘定として計上しておりま

す。 

すべての債権は、資産の自己査定基

準に基づき、営業店及び審査各部が

資産査定を実施し、当該部署から独

立したリスク統括部が査定結果を監

査しており、その査定結果に基づい

て上記の引当を行っております。 

なお、破綻先及び実質破綻先に対す

る担保・保証付債権等については、

債権額から担保の評価額及び保証に

よる回収が可能と認められる額を控

除した残額を取立不能見込額として

債権額から直接減額しており、その

金額は72,303百万円であります。 

 (2) 投資損失引当金 

投資に対する損失に備えるため、有

価証券の発行会社の財政状態等を勘

案して必要と認められる額を計上し

ております。 

(2) 投資損失引当金 

 

同左 

 (3) 賞与引当金 

従業員への賞与の支払いに備えるた

め、従業員に対する賞与の支給見込

額のうち、当事業年度に帰属する額

を計上しております。 

(3) 賞与引当金 

 

同左 

 (4) 退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、当

事業年度末における退職給付債務及

び年金資産の見込額に基づき、必要

額を計上しております。 

また、過去勤務債務及び数理計算上

の差異の費用処理方法は以下のとお

りであります。 

(4) 退職給付引当金 

 

 

同左 
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前事業年度 

(自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

 過去勤務債務 
その発生年度の従業員の平均残存
勤務期間内の一定の年数(10年)に
よる定額法により費用処理 

数理計算上の差異 
各発生年度の従業員の平均残存勤
務期間内の一定の年数(10年)によ
る定額法により按分した額をそれ
ぞれ発生の翌事業年度から費用処
理 

会計基準変更時差異(17,094百万円)
については、５年による按分額を費
用処理しております。 

 

８. リース取引の処理方法 リース物件の所有権が借主に移転する
と認められるもの以外のファイナン
ス・リース取引については、通常の賃
貸借取引に準じた会計処理によってお
ります。 

 
 

同左 

９. ヘッジ会計の方法 (イ)金利リスク・ヘッジ 
(追加情報) 
金融資産・負債から生じる金利リス
クに対するヘッジ会計の方法は、繰
延ヘッジによっております。前事業
年度は「銀行業における金融商品会
計基準適用に関する会計上及び監査
上の取扱い」(日本公認会計士協会
業種別監査委員会報告第24号。以下
「業種別監査委員会報告第24号」と
いう)に規定する経過措置に基づ
き、多数の貸出金・預金等から生じ
る金利リスクをデリバティブ取引を
用いて総体で管理する「マクロヘッ
ジ」を実施しておりましたが、当事
業年度からは、同報告の本則規定に
基づき処理しております。ヘッジ有
効性評価の方法については、相場変
動を相殺するヘッジについて、ヘッ
ジ対象となる預金・貸出金等とヘッ
ジ手段である金利スワップ取引等を
一定の残存期間毎にグルーピングの
うえ特定し評価しております。ま
た、キャッシュ・フローを固定する
ヘッジについては、ヘッジ対象とヘ
ッジ手段の金利変動要素の相関関係
の検証により有効性の評価をしてお
ります。 
また、当事業年度末の貸借対照表に
計上している繰延ヘッジ損益のう
ち、従来の「マクロヘッジ」に基づ
く繰延ヘッジ損益は、「マクロヘッ
ジ」で指定したそれぞれのヘッジ手
段の残存期間に応じ期間配分してお
ります。 
なお、当事業年度末における「マク
ロヘッジ」に基づく繰延ヘッジ損失
は223,586百万円、繰延ヘッジ利益
は214,589百万円であります。 

(イ)金利リスク・ヘッジ 
金融資産・負債から生じる金利リス
クに対するヘッジ会計の方法は、
「銀行業における金融商品会計基準
適用に関する会計上及び監査上の取
扱い」（日本公認会計士協会業種別
監査委員会報告第24号。以下「業種
別監査委員会報告第24号」という）
に規定する繰延ヘッジによっており
ます。ヘッジ有効性評価の方法につ
いては、相場変動を相殺するヘッジ
について、ヘッジ対象となる預金・
貸出金等とヘッジ手段である金利ス
ワップ取引等を一定の残存期間毎に
グルーピングのうえ特定し評価して
おります。また、キャッシュ・フロ
ーを固定するヘッジについては、ヘ
ッジ対象とヘッジ手段の金利変動要
素の相関関係の検証により有効性の
評価をしております。また、当事業
年度末の貸借対照表に計上している
繰延ヘッジ損益のうち、「銀行業に
おける金融商品会計基準適用に関す
る当面の会計上及び監査上の取扱
い」（日本公認会計士協会業種別監
査委員会報告第15号）を適用して実
施しておりました多数の貸出金・預
金等から生じる金利リスクをデリバ
ティブ取引を用いて総体で管理する
従来の「マクロヘッジ」に基づく繰
延ヘッジ損益は、「マクロヘッジ」
で指定したそれぞれのヘッジ手段の
残存期間に応じ期間配分しておりま
す。 
なお、当事業年度末における「マク
ロヘッジ」に基づく繰延ヘッジ損失
は140,328百万円、繰延ヘッジ利益
は133,020百万円であります。 
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前事業年度 

(自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

 (ロ)為替変動リスク・ヘッジ 

外貨建金融資産・負債から生じる為

替変動リスクに対するヘッジ会計の

方法は、繰延ヘッジによっておりま

す。前事業年度は業種別監査委員会

報告第25号による経過措置を適用し

ておりましたが、当事業年度から

は、同報告の本則規定に基づき資金

調達通貨(邦貨)を資金運用通貨(外

貨)に変換する等の目的で行う通貨

スワップ取引及び為替スワップ取引

等については、ヘッジ会計を適用し

ております。 

これは、外貨建金銭債権債務等の為

替変動リスクを減殺する目的で行う

通貨スワップ取引及び為替スワップ

取引等をヘッジ手段とし、ヘッジ対

象である外貨建金銭債権債務等に見

合うヘッジ手段の外貨ポジション相

当額が存在することを確認すること

によりヘッジの有効性を評価するも

のであります。 

また、外貨建その他有価証券(債券

以外)の為替変動リスクをヘッジす

るため、事前にヘッジ対象となる外

貨建有価証券の銘柄を特定し、当該

外貨建有価証券について外貨ベース

で取得原価以上の直先負債が存在し

ていること等を条件に包括ヘッジと

して時価ヘッジを適用しておりま

す。 

(ロ)為替変動リスク・ヘッジ 

外貨建金融資産・負債から生じる為

替変動リスクに対するヘッジ会計の

方法は、「銀行業における外貨建取

引等の会計処理に関する会計上及び

監査上の取扱い」（日本公認会計士

協会業種別監査委員会報告第25号。

以下「業種別監査委員会報告第25

号」という）に規定する繰延ヘッジ

によっております。 

ヘッジ有効性評価の方法について

は、外貨建金銭債権債務等の為替変

動リスクを減殺する目的で行う通貨

スワップ取引及び為替スワップ取引

等をヘッジ手段とし、ヘッジ対象で

ある外貨建金銭債権債務等に見合う

ヘッジ手段の外貨ポジション相当額

が存在することを確認することによ

りヘッジの有効性を評価しておりま

す。 

また、外貨建その他有価証券(債券

以外)の為替変動リスクをヘッジす

るため、事前にヘッジ対象となる外

貨建有価証券の銘柄を特定し、当該

外貨建有価証券について外貨ベース

で取得原価以上の直先負債が存在し

ていること等を条件に包括ヘッジと

して時価ヘッジを適用しておりま

す。 

 (ハ)内部取引等 

デリバティブ取引のうち特定取引勘

定とそれ以外の勘定との間の内部取

引については、ヘッジ手段として指

定している金利スワップ取引及び通

貨スワップ取引等に対して、業種別

監査委員会報告第24号及び同第25号

に基づき、恣意性を排除し厳格なヘ

ッジ運営が可能と認められる対外カ

バー取引の基準に準拠した運営を行

っているため、当該金利スワップ取

引及び通貨スワップ取引等から生じ

る収益及び費用は消去せずに損益認

識又は繰延処理を行っております。

なお、一部の資産・負債について

は、個別取引毎の繰延ヘッジを行っ

ております。 

(ハ)内部取引等 

 

 

 

 

 

 

 

同左 

10. 消費税等の会計処理 消費税及び地方消費税(以下「消費税

等」という)の会計処理は、税抜方式

によっております。ただし、動産不動

産に係る控除対象外消費税等は当事業

年度の費用に計上しております。 

 

 

同左 
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会計方針の変更 

 

前事業年度 
(自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

――――― 

（信託報酬及び再信託報酬の計上基準） 

信託報酬及び再信託報酬については、従来、信託計算期

間終了時に収益及び費用として計上しておりましたが、

昨今の情報開示制度の拡充を踏まえ、期間損益計算の一

層の適正化を図るため、当事業年度より、信託報酬のう

ち日々の受託資産残高を基礎として計算される信託報酬

及び再信託報酬について、信託計算期間の経過に応じて

計上する方法に変更いたしました。この変更により、従

来の方法によった場合に比べ、経常収益は230百万円、

経常費用は72百万円、経常利益及び税引前当期純利益は

158百万円各々増加しております。 

――――― 

（固定資産の減損に係る会計基準） 

固定資産の減損に係る会計基準（「固定資産の減損に係

る会計基準の設定に関する意見書」（企業会計審議会平

成14年８月９日））及び「固定資産の減損に係る会計基

準の適用指針」（企業会計基準適用指針第６号平成15年

10月31日）が平成16年４月１日以後開始する事業年度か

ら適用することを認めることとされたことに伴い、当事

業年度から同会計基準及び同適用指針を適用しておりま

す。これにより税引前当期純利益は106百万円減少して

おります。 

なお、銀行業においては、「銀行法施行規則」（昭和57

年大蔵省令第10号）に基づき減価償却累計額を直接控除

により表示しているため、減損損失累計額につきまして

は、各資産の金額から直接控除しております。 

――――― 

（退職給付会計に係る会計基準） 

従来、実際運用収益が期待運用収益を超過したこと等に

よる数理計算上の差異の発生又は給付水準を引き下げた

ことによる過去勤務債務の発生により、年金資産が企業

年金制度に係る退職給付債務を超えることとなった場合

における当該超過額（以下「未認識年金資産」という）

は「退職給付に係る会計基準注解」（注１）１により資

産及び利益として認識しておりませんでしたが、平成17

年３月16日付で「退職給付に係る会計基準」（企業会計

審議会平成10年６月16日）の一部が改正され、早期適用

により平成17年３月31日に終了する事業年度に係る財務

諸表についても未認識年金資産を資産及び利益として認

識することが認められました。これに伴い、「『退職給

付に係る会計基準』の一部改正に関する適用指針」（企

業会計基準適用指針第７号平成17年３月16日）を適用

し、当事業年度から未認識年金資産を数理計算上の差異

として費用の減額処理の対象としております。これによ

り前払年金費用が2,944百万円増加し、経常利益及び税

引前当期純利益が各々同額増加しております。 
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表示方法の変更 

 

前事業年度 
(自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

――――― 

（貸借対照表・損益計算書関係） 

従来、投資事業有限責任組合並びに民法上の組合及び匿

名組合のうち投資事業有限責任組合に類するものの出資

持分は、「その他の資産」に含めて表示しておりました

が、「証券取引法等の一部を改正する法律」（平成16年

６月９日法律第97号）により当該出資持分が証券取引法

上の有価証券と定義されたことに伴い、当事業年度から

「その他の証券」に含めて表示しております。また、当

該組合の営業により獲得した利益の持分相当額について

は、従来、「資金運用収益」中の「その他の受入利息」

に含めて表示しておりましたが、当事業年度から「資金

運用収益」中の「有価証券利息配当金」に含めて表示し

ております。 
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追加情報 

 

前事業年度 
(自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

――――― 

「地方税法等の一部を改正する法律」(平成15年３月法

律第９号)が平成15年３月31日に公布され、平成16年４

月１日以後開始する事業年度より法人事業税に係る課税

標準の一部が「付加価値額」及び「資本等の金額」に変

更されることになりました。これに伴い、「法人事業税

における外形標準課税部分の損益計算書上の表示につい

ての実務上の取扱い」(企業会計基準委員会実務対応報

告第12号)に基づき、「付加価値額」及び「資本等の金

額」に基づき算定された法人事業税について、当事業年

度から損益計算書中の「営業経費」に含めて表示してお

ります。 
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注記事項 

(貸借対照表関係) 

 

前事業年度 
(平成16年３月31日) 

当事業年度 
(平成17年３月31日) 

※１. 子会社の株式総額        28,305百万円

なお、本項の子会社は、銀行法第２条第８項に規

定する子会社であります。 

※１. 子会社の株式総額          30,508百万円

なお、本項の子会社は、銀行法第２条第８項に規

定する子会社であります。 

※２. 貸出金のうち、破綻先債権額は12,351百万円、延

滞債権額は103,724百万円であります。ただし、

上記債権額のうち、オフバランス化につながる措

置である株式会社整理回収機構への信託実施分は

60,731百万円であります。 

なお、破綻先債権とは、元本又は利息の支払の遅

延が相当期間継続していることその他の事由によ

り元本又は利息の取立て又は弁済の見込みがない

ものとして未収利息を計上しなかった貸出金(貸

倒償却を行った部分を除く。以下「未収利息不計

上貸出金」という)のうち、法人税法施行令(昭和

40年政令第97号)第96条第１項第３号のイからホ

までに掲げる事由又は同項第４号に規定する事由

が生じている貸出金であります。 

また、延滞債権とは、未収利息不計上貸出金であ

って、破綻先債権及び債務者の経営再建又は支援

を図ることを目的として利息の支払を猶予した貸

出金以外の貸出金であります。 

※２. 貸出金のうち、破綻先債権額は2,906百万円、延

滞債権額は93,099百万円であります。 

なお、破綻先債権とは、元本又は利息の支払の遅

延が相当期間継続していることその他の事由によ

り元本又は利息の取立て又は弁済の見込みがない

ものとして未収利息を計上しなかった貸出金(貸

倒償却を行った部分を除く。以下「未収利息不計

上貸出金」という)のうち、法人税法施行令(昭和

40年政令第97号)第96条第１項第３号のイからホ

までに掲げる事由又は同項第４号に規定する事由

が生じている貸出金であります。 

また、延滞債権とは、未収利息不計上貸出金であ

って、破綻先債権及び債務者の経営再建又は支援

を図ることを目的として利息の支払を猶予した貸

出金以外の貸出金であります。 

※３. 貸出金のうち、３カ月以上延滞債権はありませ

ん。 

なお、３カ月以上延滞債権とは、元本又は利息の

支払が、約定支払日の翌日から３カ月以上遅延し

ている貸出金で破綻先債権及び延滞債権に該当し

ないものであります。 

※３. 貸出金のうち、３カ月以上延滞債権額は173百万

円であります。 

なお、３カ月以上延滞債権とは、元本又は利息の

支払が、約定支払日の翌日から３カ月以上遅延し

ている貸出金で破綻先債権及び延滞債権に該当し

ないものであります。 

※４. 貸出金のうち、貸出条件緩和債権額は131,336百

万円であります。 

なお、貸出条件緩和債権とは、債務者の経営再建

又は支援を図ることを目的として、金利の減免、

利息の支払猶予、元本の返済猶予、債権放棄その

他の債務者に有利となる取決めを行った貸出金で

破綻先債権、延滞債権及び３カ月以上延滞債権に

該当しないものであります。 

※４. 貸出金のうち、貸出条件緩和債権額は69,878百万

円であります。 

なお、貸出条件緩和債権とは、債務者の経営再建

又は支援を図ることを目的として、金利の減免、

利息の支払猶予、元本の返済猶予、債権放棄その

他の債務者に有利となる取決めを行った貸出金で

破綻先債権、延滞債権及び３カ月以上延滞債権に

該当しないものであります。 

※５. 破綻先債権額、延滞債権額、３カ月以上延滞債権

額及び貸出条件緩和債権額の合計額は247,412百

万円であります。ただし、上記債権額のうち、オ

フバランス化につながる措置である株式会社整理

回収機構への信託実施分は60,731百万円でありま

す。 

なお、上記２．から５．に掲げた債権額は、貸倒

引当金控除前の金額であります。 

※５. 破綻先債権額、延滞債権額、３カ月以上延滞債権

額及び貸出条件緩和債権額の合計額は166,056百

万円であります。 

なお、上記２．から５．に掲げた債権額は、貸倒

引当金控除前の金額であります。 

※６. 手形割引は、「銀行業における金融商品会計基準

適用に関する会計上及び監査上の取扱い」(日本

公認会計士協会業種別監査委員会報告第24号)に

基づき金融取引として処理しております。これに

より受け入れた商業手形及び買入外国為替は、売

却又は(再)担保という方法で自由に処分できる権

利を有しておりますが、その額面金額は19,344百

万円であります。 

※６. 手形割引は、「銀行業における金融商品会計基準

適用に関する会計上及び監査上の取扱い」(日本

公認会計士協会業種別監査委員会報告第24号)に

基づき金融取引として処理しております。これに

より受け入れた商業手形及び買入外国為替は、売

却又は(再)担保という方法で自由に処分できる権

利を有しておりますが、その額面金額は11,069百

万円であります。 
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前事業年度 

(平成16年３月31日) 
当事業年度 

(平成17年３月31日) 

※７. 担保に供している資産は次のとおりであります。

担保に供している資産 

 特定取引資産 178,990百万円

 有価証券 1,853,501百万円

 貸出金 196,168百万円
 

※７. 担保に供している資産は次のとおりであります。

担保に供している資産 

 特定取引資産 138,988百万円

 有価証券 1,627,287百万円

 貸出金 165,652百万円
 

担保資産に対応する債務 

 預金 26,763百万円

 コールマネー 90,000百万円

 売現先勘定 1,024,599百万円

 債券貸借取引受入担保金 239,138百万円

 売渡手形 60,700百万円

上記のほか、為替決済の担保あるいは先物取引証

拠金等の代用として、有価証券24,669百万円を差

し入れております。 

また、その他の資産のうちデリバティブ取引の差

入担保金は20,767百万円であります。 

なお、手形の再割引は、「銀行業における金融商

品会計基準適用に関する会計上及び監査上の取扱

い」(日本公認会計士協会業種別監査委員会報告

第24号)に基づき金融取引として処理しておりま

すが、これにより引き渡した買入外国為替の額面

金額は7,216百万円であります。 

担保資産に対応する債務 

 預金 18,014百万円

 売現先勘定 936,658百万円

 債券貸借取引受入担保金 53,507百万円

 売渡手形 291,200百万円

上記のほか、為替決済等の取引の担保あるいは先

物取引証拠金等の代用として、有価証券301,866

百万円、その他の資産88百万円を差し入れており

ます。 

また、その他の資産のうちデリバティブ取引の差

入担保金は9,793百万円であります。 

なお、手形の再割引は、「銀行業における金融商

品会計基準適用に関する会計上及び監査上の取扱

い」(日本公認会計士協会業種別監査委員会報告

第24号)に基づき金融取引として処理しておりま

すが、これにより引き渡した買入外国為替の額面

金額は902百万円であります。 

８. 当座貸越契約及び貸付金に係るコミットメントラ

イン契約は、顧客からの融資実行の申し出を受け

た場合に、契約上規定された条件について違反が

ない限り、一定の限度額まで資金を貸付けること

を約する契約であります。これらの契約に係る融

資未実行残高は5,707,856百万円であります。こ

のうち原契約期間が１年以内のもの又は任意の時

期に無条件で取消可能なものが5,439,582百万円

あります。 

なお、これらの契約の多くは、融資実行されずに

終了するものであるため、融資未実行残高そのも

のが必ずしも当社の将来のキャッシュ・フローに

影響を与えるものではありません。これらの契約

の多くには、金融情勢の変化、債権の保全及びそ

の他相当の事由があるときは、当社が実行申し込

みを受けた融資の拒絶又は契約極度額の減額をす

ることができる旨の条項が付けられております。

また、契約時において必要に応じて不動産・有価

証券等の担保を徴求するほか、契約後も定期的に

予め定めている社内手続に基づき顧客の業況等を

把握し、必要に応じて契約の見直し、与信保全上

の措置等を講じております。 

８. 当座貸越契約及び貸付金に係るコミットメントラ

イン契約は、顧客からの融資実行の申し出を受け

た場合に、契約上規定された条件について違反が

ない限り、一定の限度額まで資金を貸付けること

を約する契約であります。これらの契約に係る融

資未実行残高は6,410,502百万円であります。こ

のうち原契約期間が１年以内のもの又は任意の時

期に無条件で取消可能なものが6,001,669百万円

あります。 

なお、これらの契約の多くは、融資実行されずに

終了するものであるため、融資未実行残高そのも

のが必ずしも当社の将来のキャッシュ・フローに

影響を与えるものではありません。これらの契約

の多くには、金融情勢の変化、債権の保全及びそ

の他相当の事由があるときは、当社が実行申し込

みを受けた融資の拒絶又は契約極度額の減額をす

ることができる旨の条項が付けられております。

また、契約時において必要に応じて不動産・有価

証券等の担保を徴求するほか、契約後も定期的に

予め定めている社内手続に基づき顧客の業況等を

把握し、必要に応じて契約の見直し、与信保全上

の措置等を講じております。 

※９. ヘッジ手段に係る損益又は評価差額は、純額で

「繰延ヘッジ損失」として計上しております。な

お、上記相殺前の繰延ヘッジ損失の総額は

244,897百万円、繰延ヘッジ利益の総額は225,389

百万円であります。 

※９. ヘッジ手段に係る損益又は評価差額は、純額で

「繰延ヘッジ利益」として計上しております。な

お、上記相殺前の繰延ヘッジ損失の総額は

159,973百万円、繰延ヘッジ利益の総額は173,569

百万円であります。 
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前事業年度 

(平成16年３月31日) 
当事業年度 

(平成17年３月31日) 

※10. 土地の再評価に関する法律(平成10年３月31日公

布 法律第34号)に基づき、事業用の土地の再評

価を行い、評価差額については、当該評価差額に

係る税金相当額を「再評価に係る繰延税金負債」

として負債の部に計上し、これを控除した金額を

「土地再評価差額金」として資本の部に計上して

おります。 

再評価を行った年月日  平成11年３月31日 

同法律第３条第３項に定める再評価の方法 

土地の再評価に関する法律施行令(平成10年

３月31日公布 政令第119号)第２条第１号に

定める標準地の公示価格及び同条第４号に定

める路線価に基づいて、合理的な調整を行っ

て算出しております。 

同法律第10条に定める再評価を行った事業用土

地の当事業年度末における時価の合計額と当該

事業用土地の再評価後の帳簿価額の合計額との

差額              9,895百万円

※10. 土地の再評価に関する法律(平成10年３月31日公

布 法律第34号)に基づき、事業用の土地の再評

価を行い、評価差額については、当該評価差額に

係る税金相当額を「再評価に係る繰延税金負債」

として負債の部に計上し、これを控除した金額を

「土地再評価差額金」として資本の部に計上して

おります。 

再評価を行った年月日  平成11年３月31日 

同法律第３条第３項に定める再評価の方法 

土地の再評価に関する法律施行令(平成10年

３月31日公布 政令第119号)第２条第１号に

定める標準地の公示価格及び同条第４号に定

める路線価に基づいて、合理的な調整を行っ

て算出しております。 

同法律第10条に定める再評価を行った事業用土

地の当事業年度末における時価の合計額と当該

事業用土地の再評価後の帳簿価額の合計額との

差額                10,358百万円

※11. 動産不動産の減価償却累計額 95,062百万円
 

※11. 動産不動産の減価償却累計額 93,371百万円
 

※12. 動産不動産の圧縮記帳額 28,506百万円

       (当事業年度圧縮記帳額 ―百万円)
 

※12. 動産不動産の圧縮記帳額 28,506百万円

       (当事業年度圧縮記帳額 ―百万円)
 

※13. その他の資産には、過去に海外市場で行ったレポ

取引の一部について、当社に源泉所得税の徴収義

務があったとして課税認定を受け、納付の上で課

税の適否を争っている金額6,316百万円が含まれ

ております。当社としては、本件は法的根拠を欠

くものと判断しており、国税不服審判所長宛審査

請求を行い、審理が行われております。 

※13. その他の資産には、過去に海外市場で行ったレポ

取引の一部について、当社に源泉所得税の徴収義

務があったとして課税認定を受け、納付の上で課

税の適否を争っている金額6,316百万円が含まれ

ております。当社としては、本件は法的根拠を欠

く不当なものであり、到底容認できないとの判断

から、国税不服審判所長宛審査請求を行いました

が、平成17年2月22日付で請求棄却の裁決を受け

たことから、同年3月31日付にて東京地方裁判所

に訴訟を提起しております。 

※14. 借入金には、他の債務よりも債務の履行が後順位

である旨の特約が付された劣後特約付借入金

421,300百万円が含まれております。 

※14. 借入金には、他の債務よりも債務の履行が後順位

である旨の特約が付された劣後特約付借入金

448,900百万円が含まれております。 

※15. 社債は、全額劣後特約付社債であります。 ※15. 社債は、全額劣後特約付社債であります。 

※16. 新株予約権付社債は、全額劣後特約付新株予約権

付社債であります。 

 

※17. 会社が発行する株式の総数 

        普通株式 3,000,000千株

        優先株式 218,570千株

発行済株式総数 普通株式 1,516,382千株

        優先株式 93,570千株
 

※17. 会社が発行する株式の総数 

        普通株式 3,000,000千株

        優先株式 125,000千株

発行済株式総数 普通株式 1,672,147千株

        優先株式 ―千株
 

※18. 商法施行規則第124条第３号に規定する時価を付

したことにより増加した純資産額は113,149百万

円であります。 

※18. 商法施行規則第124条第３号に規定する時価を付

したことにより増加した純資産額は129,507百万

円であります。 

※19. 会社が保有する自己株式の数 

        普通株式 6,019千株
 

※19. 会社が保有する自己株式の数 

        普通株式 6,075千株
 

20. 定款により第一回優先株式には、優先株式１株に

つき年60円を上限とする配当制限が設けられてお

ります。 
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前事業年度 

(平成16年３月31日) 
当事業年度 

(平成17年３月31日) 

21. 元本補てん契約のある信託の元本金額は、金銭信

託966,350百万円、貸付信託1,434,515百万円であ

ります。 

21. 元本補てん契約のある信託の元本金額は、金銭信

託1,001,548百万円、貸付信託1,086,639百万円で

あります。 
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(損益計算書関係) 

 

前事業年度 
(自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

 

 

 

 

 

※３. その他の特別利益は、東京都外形標準課税訴訟の

訴訟上の和解成立に伴う還付税金及び還付加算金

5,285百万円及び貸倒引当金戻入益1,986百万円で

あります。 

※１. その他の経常収益には、株式関連派生商品取引に

係る収益21,782百万円を含んでおります。 

※２. その他の経常費用には、株式関連派生商品取引に

係る費用22,521百万円、投資損失引当金繰入額

14,930百万円を含んでおります。 

※３. その他の特別利益は、貸倒引当金戻入益でありま

す。 

 ※４. 当事業年度において、遊休資産（将来の廃止（除

却、売却等を含む）が既に意思決定されているも

の等）に該当する土地建物動産について減損損失

を106百万円計上しております。 

グルーピングについては、支店（出張所を含む）

単位を基礎とし、本部ビル、事務センター、厚生

施設等は共用資産、遊休資産は各物件単位として

おります。 

減損損失の測定には回収可能価額を使用してお

り、回収可能価額は正味売却価額（主として鑑定

評価額等）に基づき算定しております。 

※５. その他の特別損失は、退職給付会計導入に伴う会

計基準変更時差異の費用処理額3,659百万円であ

ります。 

※５. その他の特別損失は、退職給付会計導入に伴う会

計基準変更時差異の費用処理額であります。 
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(リース取引関係) 

 

前事業年度 
(自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

１. リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引 

１. リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引 

（借手側） 

① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額 

  取得価額相当額 

動産 595百万円

その他 ―百万円

合計 595百万円
 

（借手側） 

① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額 

  取得価額相当額 

動産 478百万円

その他 ―百万円

合計 478百万円
 

  減価償却累計額相当額 

動産 397百万円

その他 ―百万円

合計 397百万円
 

  減価償却累計額相当額 

動産 370百万円

その他 ―百万円

合計 370百万円
 

 減損損失累計額相当額 

動産 ―百万円

その他 ―百万円

合計 ―百万円
 

  期末残高相当額 

動産 197百万円

その他 ―百万円

合計 197百万円
 

  期末残高相当額 

動産 107百万円

その他 ―百万円

合計 107百万円
 

(注) 取得価額相当額は、未経過リース料期末残高が有

形固定資産の期末残高等に占める割合が低いた

め、支払利子込み法によっております。 

(注) 取得価額相当額は、未経過リース料期末残高が有

形固定資産の期末残高等に占める割合が低いた

め、支払利子込み法によっております。 

② 未経過リース料期末残高相当額 

１年内 90百万円

１年超 107百万円

合計 197百万円
 

② 未経過リース料期末残高相当額 

１年内 76百万円

１年超 31百万円

合計 107百万円
 

(注) 未経過リース料期末残高相当額は、未経過リース

料期末残高が有形固定資産の期末残高等に占める

割合が低いため、支払利子込み法によっておりま

す。 

(注) 未経過リース料期末残高相当額は、未経過リース

料期末残高が有形固定資産の期末残高等に占める

割合が低いため、支払利子込み法によっておりま

す。 

 
③  リース資産減損勘定の期末残高 

 ―百万円
 

③  当期の支払リース料及び減価償却費相当額 

 

支払リース料 246百万円

減価償却費相当額 246百万円
 

④ 支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価

償却費相当額及び減損損失 

支払リース料 93百万円

リース資産減損勘定の取崩額 ―百万円

減価償却費相当額 93百万円

減損損失 ―百万円
 

④ 減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっております。 

⑤ 減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっております。 
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前事業年度 

(自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

２. オペレーティング・リース取引 

（借手側） 

・未経過リース料 

１年内 2,417百万円

１年超 16,922百万円

合計 19,340百万円
 

２. オペレーティング・リース取引 

（借手側） 

・未経過リース料 

１年内 2,417百万円

１年超 14,505百万円

合計 16,922百万円
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(有価証券関係) 

○子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの 

Ⅰ 前事業年度(平成16年３月31日現在) 

 

 
貸借対照表計上額 

(百万円) 
時価(百万円) 差額(百万円) 

子会社株式 ― ― ―

関連会社株式 149 1,775 1,625

合計 149 1,775 1,625

(注) 時価は、決算日における市場価格等に基づいております。 

 

Ⅱ 当事業年度(平成17年３月31日現在) 

 

 
貸借対照表計上額 

(百万円) 
時価(百万円) 差額(百万円) 

子会社株式 ― ― ―

関連会社株式 725 2,166 1,440

合計 725 2,166 1,440

(注) 時価は、決算日における市場価格等に基づいております。 
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(税効果会計関係) 

 

前事業年度 
(自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

１. 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

繰延税金資産 

 税務上の繰越欠損金 105,414百万円

 有価証券償却有税分 36,338百万円

 貸倒引当金 
 損金算入限度超過額 
 (貸出金償却含む) 

34,178百万円

 退職給付引当金 9,572百万円

 その他 28,718百万円

繰延税金資産小計 214,223百万円

評価性引当額 △4,570百万円

繰延税金資産合計 209,652百万円

繰延税金負債 

 その他有価証券評価差額金 △64,784百万円

 その他 △3,495百万円

繰延税金負債合計 △68,280百万円

繰延税金資産の純額 141,371百万円
  

１. 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

繰延税金資産 

 税務上の繰越欠損金 56,228百万円

 有価証券償却有税分 34,141百万円

 貸倒引当金 
 損金算入限度超過額 
 (貸出金償却含む) 

27,433百万円

 退職給付引当金 11,393百万円

 その他 29,831百万円

繰延税金資産小計 159,027百万円

評価性引当額 △4,575百万円

繰延税金資産合計 154,451百万円

繰延税金負債 

 その他有価証券評価差額金 △78,182百万円

 その他 △3,724百万円

繰延税金負債合計 △81,907百万円

繰延税金資産の純額 72,544百万円
  

２. 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳 

法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間の差異が法定実効税率の百分の五以下であ

るため、注記を省略しております。 

２. 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳 

 

同左 
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(１株当たり情報) 
 

 
前事業年度 

(自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

１株当たり純資産額 円 485.27 541.95 

１株当たり当期純利益 円 50.09 52.34 

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益 

円 44.86 50.77 

(注) １株当たり当期純利益及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益の算定上の基礎は、次のとおりでありま

す。 
 

  
前事業年度 

(自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日)

当事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日)

１株当たり当期純利益  

当期純利益 百万円 73,928 84,700

普通株主に帰属しない金額 百万円 638 70

 うち利益処分による役員賞与金 百万円 70 70

 うち利益処分による優先配当額 百万円 568 ―

普通株式に係る当期純利益 百万円 73,289 84,630

普通株式の期中平均株式数 千株 1,463,144 1,616,816

潜在株式調整後１株当たり当期純利益  

 当期純利益調整額 百万円 569 ―

  うち優先株式配当金 百万円 568 ―

  うち支払利息(税額相当額控除後) 百万円 0 ―

 普通株式増加数 千株 183,150 49,838

  うち優先株式 千株 182,768 49,279

  うち新株予約権 千株 234 548

  うち転換社債 千株 147 10
希薄化効果を有しないため、潜在株式調
整後１株当たり当期純利益の算定に含め
なかった潜在株式の概要 

 新株予約権４種類(8,097
千株) 
 
株主総会の決議日 
１．平成11年６月29日 
  (165千株) 
２．平成12年６月29日 
  (2,831千株) 
３．平成13年６月28日 
  (2,587千株) 
４．平成14年６月27日 
  (2,514千株) 
 
なお、１．は行使期間が
平成15年６月30日に終了
しております。また、
２．３．４．の概要は、
「第４ 提出会社の状
況」の中の「１ 株式等
の状況」に記載のとお
り。 

新株予約権２種類(5,418
千株) 
 
株主総会の決議日 
１．平成12年６月29日 
  (2,831千株) 
２．平成13年６月28日 
  (2,587千株) 
 
なお、１．は行使期間が
平成16年６月30日に終了
しております。また、
２．の概要は、「第４
提出会社の状況」の中の
「１ 株式等の状況」に
記載のとおり。 
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(重要な後発事象) 

 

前事業年度 
(自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当社は、平成16年５月21日に、株式会社ＵＦＪホールデ

ィングス、ＵＦＪ信託銀行株式会社、株式会社ＵＦＪ銀

行と、グループを超えた事業の「選択と集中」による競

争力・収益力の強化、お客様への貢献と株主価値の向上

を狙いとして、当社とＵＦＪ信託銀行の経営統合によ

り、ＵＦＪグループの信託・財産管理事業等を「協働事

業」化することに合意しました。 

本合意において、ＵＦＪグループは、ＵＦＪ信託銀行の

事業法人向け貸出業務等を除く全業務を、当社又は当社

が新たに設立する信託銀行(以下、新信託銀行という。)

に統合させるとともに、信託・財産管理事業に関して専

属の信託代理店契約を締結する予定であります。更に、

ＵＦＪホールディングスは、新信託銀行の優先株式等に

一部出資いたします。 

ＵＦＪ信託銀行から統合する業務のうち、法人向け信

託・財産管理事業(証券代行業務、資産金融業務、受託

資産業務、証券業務の４業務)と不動産業務は平成17年

３月末までに、リテール業務は平成17年度中に、各々会

社分割制度等を活用して、関係当局による許認可等を条

件に統合する予定であります。 

――――― 

 



ファイル名:130_0315000101706.doc 更新日時:2005/06/26 17:30 印刷日時:05/06/28 10:03 

― 160 ― 

④ 【附属明細表】 

当事業年度(平成16年４月１日から平成17年３月31日まで) 

【有形固定資産等明細表】 

 

資産の種類 
前期末残高 
(百万円) 

当期増加額
(百万円)

当期減少額
(百万円)

当期末残高
(百万円)

当期末減価 
償却累計額 
又は償却 
累計額 
(百万円) 

当期償却額 
(百万円) 

差引当期末
残高 

(百万円)

有形固定資産    

 土地 
( 0) 

39,238 
－

(42)
561

38,676 － － 38,676

 建物 
(51) 

96,356 
1,806

(64)
3,140

95,023 65,163 2,120 29,860

 動産 
(47) 

37,519 
2,884 4,193 36,210 28,208 2,521 8,001

 建設仮払金 132 167 132 167 － － 167

有形固定資産計 
(98) 

173,247 
4,859

(106)
8,028

170,077 93,371 4,641 76,706

無形固定資産    

 ソフトウェア － － － 35,273 17,970 4,753 17,303

 施設利用権等 － － － 1,993 661 41 1,332

無形固定資産計 － － － 37,267 18,631 4,794 18,635

繰延資産    

 社債発行差金 39 32 － 71 10 7 61

(注) １. 前期末残高欄における( )内は為替換算差額であります。 

２. 当期減少額欄における( )内は減損損失の計上額（内書き）であります。 

３. 土地、建物、動産の３つの項目は、貸借対照表科目では「土地建物動産」に計上しております。 

４. 無形固定資産の金額が資産総額の100分の１以下であるため、「前期末残高」、「当期増加額」及び

「当期減少額」の記載を省略しております。 

５. ソフトウェアは、貸借対照表科目では「その他の資産」に含めて計上しております。 

６．施設利用権等は、貸借対照表科目では「保証金権利金」に含めて計上しております。 
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【資本金等明細表】 

 

区分 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高 

資本金 (百万円) 287,018 37,463 37,428 287,053

普通株式(注)１,２ (株) (1,516,382,188) (155,765,768) (    －)(1,672,147,956)

普通株式(注)２ (百万円) 249,590 37,463 － 287,053

第一回優先株式 
(注)３ 

(株) (93,570,000) (    －) (93,570,000) (    －)

第一回優先株式 
(注)３ 

(百万円) 37,428 － 37,428 －

計 (株) (1,609,952,188) (155,765,768) (93,570,000)(1,672,147,956)

資本金のうち 
既発行株式 

計 (百万円) 287,018 37,463 37,428 287,053

(資本準備金) 
株式払込剰余金 
(注)２ 

(百万円) 240,437 35 － 240,472資本準備金及び 
その他資本剰余
金 

計 (百万円) 240,437 35 － 240,472

(利益準備金)(注)４ (百万円) 45,603 976 － 46,580

(任意積立金) 
海外投資等損失 
準備金(注)５ 

(百万円) 2 － 0 2

別途準備金(注)４ (百万円) 68,870 63,000 － 131,870

利益準備金及び 
任意積立金 

計 (百万円) 114,476 63,976 0 178,452

(注) １．当期末における自己株式数は6,075,544 株であります。 

２．当期増加額は、旧商法に基づき発行された転換社債の普通株式への転換によるもの（普通株式140,000

株、資本金35百万円、資本準備金35百万円）、優先株式の普通株式への転換によるもの（普通株式

155,625,768株、資本金37,428百万円）であります。 

３．当期減少額は、普通株式への転換によるものであります。 

４．当期増加額は、前期決算の利益処分に伴う積立によるものであります。 

５．当期減少額は、前期決算の利益処分に伴う取崩によるものであります。 
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【引当金明細表】 

 

区分 
前期末残高 
(百万円) 

当期増加額 
(百万円) 

当期減少額 
(目的使用) 
(百万円) 

当期減少額 
(その他) 
(百万円) 

当期末残高 
(百万円) 

貸倒引当金   

一般貸倒引当金 
(11) 

72,566 
43,390 － 72,566 43,390

個別貸倒引当金 
(56) 

36,110 
33,237 12,970 23,139 33,237

うち非居住者向け 
債権分 

(56) 
3,689 

3,892 2,102 1,587 3,892

特定海外債権 
引当勘定 

( 5) 
487 

448 － 487 448

投資損失引当金 4,774 14,930 － － 19,704

賞与引当金 3,476 3,546 3,476 － 3,546

計 
(73) 

117,415 
95,553 16,447 96,193 100,328

(注) １. 当期減少額(その他)欄に記載の減少額はそれぞれ次の理由によるものであります。 

一般貸倒引当金………………洗替による取崩額 

個別貸倒引当金………………洗替による取崩額 

うち非居住者向け債権分…洗替による取崩額 

特定海外債権引当勘定………洗替による取崩額 

２. ( )内は為替換算差額であります。 

 

○ 未払法人税等 

 

区分 
前期末残高 
(百万円) 

当期増加額 
(百万円) 

当期減少額 
(目的使用) 
(百万円) 

当期減少額 
(その他) 
(百万円) 

当期末残高 
(百万円) 

未払法人税等 1,658 1,759 1,314 105 1,998

未払法人税等 420 85 80 105 320

未払事業税 1,238 1,673 1,233 － 1,678
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(2) 【主な資産及び負債の内容】 

当事業年度末(平成17年3月31日現在)の主な資産及び負債の内容は、次のとおりであります。 

 

① 資産の部 

預け金 日本銀行への預け金53,972百万円、他の銀行への預け金271,307百万円その他

であります。 

その他の証券 外国証券1,775,901百万円その他であります。 

前払費用 支払手数料234百万円その他であります。 

未収収益 信託報酬21,514百万円、有価証券利息配当金19,512百万円、貸出金利息

11,933百万円その他であります。 

その他の資産 前払年金費用67,450百万円、金融安定化拠出基金等への拠出金66,926百万

円、組合等出資金25,030百万円その他であります。 

 

② 負債の部 

その他の預金 外貨預金244,148百万円その他であります。 

信託勘定借 信託勘定における銀行勘定貸と見合う勘定で、信託勘定の余裕金等を一時的

に受け入れたものであります。 

未払費用 預金利息46,123百万円その他であります。 

前受収益 貸出金利息3,607百万円、金利スワップ受入利息1,128百万円その他でありま

す。 

その他の負債 有価証券等取引未払金117,925百万円その他であります。 
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(3) 【その他】 

(信託財産残高表) 

 

資産 

前事業年度 
(平成16年３月31日) 

当事業年度 
(平成17年３月31日) 科目 

金額(百万円) 構成比(％) 金額(百万円) 構成比(％) 

貸出金 1,132,607 2.18 912,294 1.73

有価証券 5,796,846 11.17 6,717,120 12.76

信託受益権 37,804,184 72.86 36,376,779 69.10

受託有価証券 875 0.00 642 0.00

金銭債権 3,375,654 6.50 4,126,756 7.84

動産不動産 2,095,424 4.04 2,708,770 5.15

その他債権 73,831 0.14 95,454 0.18

コールローン - - 500 0.00

銀行勘定貸 1,425,148 2.75 1,473,736 2.80

現金預け金 184,590 0.36 233,455 0.44

合計 51,889,165 100.00 52,645,509 100.00

 

 

負債 

前事業年度 
(平成16年３月31日) 

当事業年度 
(平成17年３月31日) 科目 

金額(百万円) 構成比(％) 金額(百万円) 構成比(％) 

金銭信託 18,475,916 35.61 17,256,145 32.78

年金信託 6,017,425 11.60 4,980,875 9.46

財産形成給付信託 11,256 0.02 10,806 0.02

貸付信託 1,362,069 2.62 1,043,955 1.98

投資信託 7,210,767 13.90 8,547,273 16.24

金銭信託以外の金銭の信託 2,689,844 5.18 1,887,535 3.59

有価証券の信託 9,119,565 17.57 9,803,555 18.62

金銭債権の信託 3,060,074 5.90 3,861,212 7.33

動産の信託 4,123 0.01 2,299 0.00

土地及びその定着物の信託 176,288 0.34 157,690 0.30

包括信託 3,761,832 7.25 5,094,159 9.68

合計 51,889,165 100.00 52,645,509 100.00

(注) １. 「信託受益権」には、資産管理を目的として再信託を行っている金額 前事業年度末37,687,390百万円、

当事業年度末36,313,703百万円が含まれております。 

２. 共同信託他社管理財産 前事業年度末 6,423,723百万円、当事業年度末 4,516,286百万円 

３. 元本補てん契約のある信託の貸出金 前事業年度末1,029,541百万円のうち、破綻先債権額は2,563百万

円、延滞債権額は11,561百万円、貸出条件緩和債権額は25,738百万円であります。また、これらの債権

額の合計額は39,864百万円であります。なお、３カ月以上延滞債権はありません。ただし、上記債権額

のうち、オフバランス化につながる措置である株式会社整理回収機構への信託実施分は1,358百万円で

あります。 

４. 元本補てん契約のある信託の貸出金 当事業年度末735,925百万円のうち、破綻先債権額は1,737     

百万円、延滞債権額は4,745百万円、貸出条件緩和債権額は10,571百万円であります。また、これらの

債権額の合計額は17,054百万円であります。なお、３カ月以上延滞債権はありません。 
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第６ 【提出会社の株式事務の概要】 

決算期 ３月31日 

定時株主総会 ６月中 

基準日 ３月31日 

株券の種類 
100株券、500株券、1,000株券、10,000株券、100,000株券及び 
100株未満株券の６種類。 

中間配当基準日 ９月30日 

１単元の株式数 1,000株 

株式の名義書換え  

  取扱場所 当社証券代行部(大阪市中央区北浜四丁目５番33号) 

  代理人 該当ありません。 

  取次所 当社国内各支店 

  名義書換手数料 無料 

  新券交付手数料 株券不所持申出株式の株券の交付及びその他再発行 １枚につき250円 

株券喪失登録  

  株券喪失登録申請料 １件につき  10,000円 

  株券登録料 株券１枚につき  500円 

単元未満株式の買取り・ 
買増し 

 

  取扱場所 当社証券代行部(大阪市中央区北浜四丁目５番33号) 

  代理人 該当ありません。 

  取次所 当社国内各支店 

  買取・買増手数料 株式の売買の委託にかかる手数料相当額として別途定める金額。 

公告掲載新聞名 日本経済新聞 

株主に対する特典 該当ありません。 
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第７ 【提出会社の参考情報】 

１ 【提出会社の親会社等の情報】 

親会社等はありません。 

 

２ 【その他の参考情報】 

当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

 

(1) 
 
発行登録追補書類 
 

   
 
平成16年４月14日 
近畿財務局長に提出。 

平成15年３月20日提出の発行登録書に係る発行登録追補書類であります。 

(2) 
 
臨時報告書の 
訂正報告書 

   
 
平成16年５月28日 
関東財務局長に提出。 

平成15年６月30日提出の臨時報告書に係る訂正報告書であります。 

(3) 訂正発行登録書    
 
平成16年５月28日 
関東財務局長に提出。 

平成15年３月20日提出の発行登録書に係る訂正発行登録書であります。 

(4) 
 
有価証券報告書の 
訂正報告書 

   
 
平成16年６月４日 
関東財務局長に提出。 

平成15年６月30日提出の有価証券報告書に係る訂正報告書であります。 

(5) 
 
半期報告書の 
訂正報告書 

   
 
平成16年６月４日 
関東財務局長に提出。 

平成15年12月19日提出の半期報告書に係る訂正報告書であります。 

(6) 訂正発行登録書    
 
平成16年６月４日 
関東財務局長に提出。 

平成15年３月20日提出の発行登録書に係る訂正発行登録書であります。 

(7) 
 
有価証券報告書の 
訂正報告書 

   
 
平成16年６月11日 
関東財務局長に提出。 

平成15年６月30日提出の有価証券報告書に係る訂正報告書であります。 

(8) 訂正発行登録書    
 
平成16年６月11日 
関東財務局長に提出。 

平成15年３月20日提出の発行登録書に係る訂正発行登録書であります。 

(9) 
 
有価証券報告書 
及びその添付書類 

 
事業年度 
(第133期) 

 
自 平成15年４月１日
至 平成16年３月31日

 
 
平成16年６月30日 
関東財務局長に提出。 

(10) 訂正発行登録書    
 
平成16年６月30日 
関東財務局長に提出。 

平成15年３月20日提出の発行登録書に係る訂正発行登録書であります。 

(11) 
 
半期報告書 
及びその添付書類 

(第134期中) 
 

自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日

 
 
平成16年12月17日 
関東財務局長に提出。 
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(12) 訂正発行登録書    
 
平成16年12月17日 
関東財務局長に提出。 

 
平成15年３月20日提出の発行登録書に係る訂正発行登録書であります。 

(13) 
 
発行登録書 
及びその添付書類 

   
 
平成17年３月18日 
関東財務局長に提出。 

社債の募集に係る発行登録書であります。 

(14) 
 
発行登録追補書類 
 

   
 
平成17年４月15日 
近畿財務局長に提出。 

平成17年３月18日提出上記(13)の発行登録書に係る発行登録追補書類であります。 

(15) 訂正発行登録書    
 
平成17年５月13日 
関東財務局長に提出。 

平成17年３月18日提出上記(13)の発行登録書に係る訂正発行登録書であります。 

(16) 訂正発行登録書    
 
平成17年６月30日 
関東財務局長に提出。 

平成17年３月18日提出上記(13)の発行登録書に係る訂正発行登録書であります。 
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】 

該当事項ありません。 
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独立監査人の監査報告書 

 

 

平成16年６月29日 

住友信託銀行株式会社 

取締役会 御中 

あずさ監査法人 

 

代表社員  公認会計士  亀  岡  義  一  ㊞ 

 

代表社員
関与社員

 公認会計士  三  浦  邦  仁  ㊞ 

 

関与社員  公認会計士  小  倉  加 奈 子  ㊞ 

 

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げら

れている住友信託銀行株式会社の平成15年４月１日から平成16年３月31日までの連結会計年度の連結財

務諸表、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結剰余金計算書、連結キャッシュ・フロー計

算書及び連結附属明細表について監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査

法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監

査の基準は、当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ること

を求めている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに

経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んで

いる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準

に準拠して、住友信託銀行株式会社及び連結子会社の平成16年３月31日現在の財政状態並びに同日をも

って終了する連結会計年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正

に表示しているものと認める。 

 

追記情報 

重要な後発事象に記載されているとおり、会社は、平成16年５月21日に、株式会社ＵＦＪホールディ

ングス、ＵＦＪ信託銀行株式会社、株式会社ＵＦＪ銀行と、ＵＦＪ信託銀行との経営統合により、ＵＦ

Ｊグループの信託・財産管理事業等を「協働事業」化することに合意した。本合意において、ＵＦＪ信

託銀行の事業法人向け貸出業務等を除く全業務を、会社又は会社が新たに設立する信託銀行に統合させ

る予定である。 

 

会社と当監査法人又は関与社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

 

以 上 
  

※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は有価証券報告書提出会社

が別途保管している。 
 



ファイル名:702_kansa_0315000101706.doc 更新日時:2005/06/26 17:21 印刷日時:05/06/28 10:04 

 
独立監査人の監査報告書 

 

 

平成17年６月29日 

住友信託銀行株式会社 

取締役会 御中 

あずさ監査法人 

 

指 定 社 員
業務執行社員

 公認会計士  河  合  利  治  ㊞ 

 

指 定 社 員
業務執行社員

 公認会計士  白  川  芳  樹  ㊞ 

 

指 定 社 員
業務執行社員

 公認会計士  小  倉  加 奈 子  ㊞ 

 

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げら

れている住友信託銀行株式会社の平成16年４月1日から平成17年３月31日までの連結会計年度の連結財務

諸表、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結剰余金計算書、連結キャッシュ・フロー計算

書及び連結附属明細表について監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法

人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監

査の基準は、当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ること

を求めている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに

経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んで

いる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準

に準拠して、住友信託銀行株式会社及び連結子会社の平成17年３月31日現在の財政状態並びに同日をも

って終了する連結会計年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正

に表示しているものと認める。 

追記情報 

1.  連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更に記載されているとおり、会社は、当連結

会計年度より、信託報酬及び再信託報酬のうち日々の受託資産残高を基礎として計算されるものに

ついて、信託計算期間終了時に収益及び費用として計上する方法から、信託計算期間の経過に応じ

て計上する方法に変更した。 

2.  連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更に記載されているとおり、会社は、当連結

会計年度より、未認識年金資産を資産及び利益として認識する方法に変更し、数理計算上の差異と

して費用の減額処理の対象としている。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。 

以  上 
  

※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は有価証券報告書提出会社

が別途保管している。 
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独立監査人の監査報告書 

 

 

平成16年６月29日 

住友信託銀行株式会社 

取締役会 御中 

あずさ監査法人 

 

代表社員  公認会計士  亀  岡  義  一  ㊞ 

 

代表社員
関与社員

 公認会計士  三  浦  邦  仁  ㊞ 

 

関与社員  公認会計士  小  倉  加 奈 子  ㊞ 

 

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げら

れている住友信託銀行株式会社の平成15年４月１日から平成16年３月31日までの第133期事業年度の財務

諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、利益処分計算書及び附属明細表について監査を行った。こ

の財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表

明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監

査の基準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求

めている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営

者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当

監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準

拠して、住友信託銀行株式会社の平成16年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度

の経営成績をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

 

追記情報 

重要な後発事象に記載されているとおり、会社は、平成16年５月21日に、株式会社ＵＦＪホールディ

ングス、ＵＦＪ信託銀行株式会社、株式会社ＵＦＪ銀行と、ＵＦＪ信託銀行との経営統合により、ＵＦ

Ｊグループの信託・財産管理事業等を「協働事業」化することに合意した。本合意において、ＵＦＪ信

託銀行の事業法人向け貸出業務等を除く全業務を、会社又は会社が新たに設立する信託銀行に統合させ

る予定である。 

 

会社と当監査法人又は関与社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

 

以 上 
 
 

※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は有価証券報告書提出会社

が別途保管している。 
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独立監査人の監査報告書 

 

 

平成17年６月29日 

住友信託銀行株式会社 

取締役会 御中 

あずさ監査法人 

 

指 定 社 員
業務執行社員

 公認会計士  河  合  利  治  ㊞ 

 

指 定 社 員
業務執行社員

 公認会計士  白  川  芳  樹  ㊞ 

 

指 定 社 員
業務執行社員

 公認会計士  小  倉  加 奈 子  ㊞ 

 

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げら

れている住友信託銀行株式会社の平成16年４月1日から平成17年３月31日までの第134期事業年度の財務

諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、利益処分計算書及び附属明細表について監査を行った。こ

の財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表

明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監

査の基準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求

めている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営

者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当

監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準

拠して、住友信託銀行株式会社の平成17年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度

の経営成績をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

追記情報 

1.  会計方針の変更に記載されているとおり、会社は、当事業年度より、信託報酬及び再信託報酬のう

ち日々の受託資産残高を基礎として計算されるものについて、信託計算期間終了時に収益及び費用

として計上する方法から、信託計算期間の経過に応じて計上する方法に変更した。 

2.  会計方針の変更に記載されているとおり、会社は、当事業年度より、未認識年金資産を資産及び利

益として認識する方法に変更し、数理計算上の差異として費用の減額処理の対象としている。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。 

以  上 

 

 

 
 

※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は有価証券報告書提出会社

が別途保管している。 
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